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2016年 10月 26日 

各 位 

会 社 名 株式会社メディアグローバルリンクス 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 小 野 孝 次 

（コード番号：6659） 

問 合 せ 先 取締役管理本部長 長 谷 川  渉 

（TEL. 044-589-3440） 

 

 

業績予想の修正並びに営業外費用（為替差損）の計上に関するお知らせ 

   

 

最近の業績動向を踏まえ、2016 年 5 月 9 日に公表した業績予想を修正致しましたのでお知らせ致

します。また、2017年 3月期第２四半期連結累計期間（2016年 4月 1日～2016 年 9月 30 日）にお

いて、営業外費用（為替差損）の計上が見込まれることとなりましたので、お知らせ致します。 

 

 

記 

 

 

１．2017 年 3 月期第２四半期（累計）連結業績予想の修正（2016 年 4 月 1 日～2016 年 9 月 30 日） 

         （単位：百万円、％） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 
親会社株主に帰属

する四半期純利益 

1 株 当 た り 

四半期純利益 

前 回 発 表 予 想 （ Ａ ） 2,000 -550 -555 -580 -105.21 

今 回 修 正 予 想 （ Ｂ ） 2,000 -190 -280 -320 -57.68 

増  減  額 （ Ｂ － Ａ ） 0 360 275 260 
 

増  減  率 （  ％  ） 0 - - - 
 

（ 参 考 ） 

2016年 3月期第 2四半期実績 
2,107 -185 -206 -238 -43.42 

 

修正の理由 

海外向け映像伝送装置を中心に販売が堅調に推移し、比較的利益率の高い製品の比率が高かったた

め、為替水準が想定よりも円高であったものの、期初見通しに比べ、売上総利益が増加する見通しで

す。 

また、販売管理費が、継続的な経費削減と予定した経費の一部執行遅れにより、約 2億円減少する

見込みです。これにより、営業損失、経常損失、当期純損失ともに期初見通しに比べ、改善すると見

込まれます。 
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２．2017 年 3 月期通期連結業績予想の修正（2016 年 4 月 1 日～2017 年 3 月 31 日） 

         （単位：百万円、％） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 
親会社株主に帰属

す る 当 期 純 利 益 

1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

前 回 発 表 予 想 （ Ａ ） 6,000 80 70 10 1.81 

今 回 修 正 予 想 （ Ｂ ） 5,850 160 70 10 1.80 

増  減  額 （ Ｂ － Ａ ） -150 80 0 0 
  

増  減  率 （  ％  ） -2.5 100.0 0 0 
  

（ 参 考 ） 

2 0 1 6 年 3 月 期 実 績 
5,649 316 257 114 20.77 

 

修正の理由 

引き続き販売は堅調に推移すると想定しておりますが、為替水準が想定よりも円高となる見込みの

ため、通期では海外向け売上高が目減りし、期初の予定には届かない見込みとなるため、通期業績予

想を修正致します。 

また、映像伝送市場においての競争環境は厳しさを増しており、新製品の開発と市場展開を積極的

に進めるため第 3四半期以降も研究開発とマーケティング活動に積極的に取り組みます。加えて、第

2 四半期までに執行が遅れた経費が、第 3 四半期以降に発生することが予想されます。さらに第 2四

半期には、為替差損 88 百万円を営業外費用に計上予定です。これらにより第 2 四半期においては、

期初見通しを上回る利益水準になるため、通期で営業利益の上方修正を行いますが、経常利益、親会

社株主に帰属する当期純利益については、前回予想を据え置くことと致します。 

なお、第 3四半期以降の為替レートにつきましては、1米ドル 105円、1オーストラリアドル 78円を

想定しており、通期業績予想に関しての為替レートは、期初計画（1 米ドル 115 円、1 オーストラリ

アドル 85円）から変更をしております。 

 

 

３．営業外費用（為替差損）の計上について 

為替相場の変動により、2017年 3月期第 2 四半期につきましては、為替差損 88 百万円を営業外費

用に計上する予定です。営業外費用（為替差損）の計上による業績への影響につきましては、上記「１．

業績予想の修正について」にて織り込み済みです。 

 

 

なお、上記に記載した数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の業

績は、さまざまな要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

 

以 上 


